
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　可変ポンプと、該可変ポンプの吐出する圧油によって駆動される複数の油圧アクチュエ
ータと、該複数の油圧アクチュエータに流入する圧油をそれぞれ制御可能にされた流量調
整機能を有する方向制御弁と、複数の前記方向制御弁の圧力補償をそれぞれ可能にする圧
力補償弁と、前記可変ポンプ吐出圧力と前記複数の油圧アクチュエータの最高負荷圧力と
の差圧に比例した二次圧力を出力する手段と、を備え、前記圧力補償弁は前記方向制御弁
の上流側に設けられ、該圧力補償弁の下流側の圧力でもって閉じ方向に作用させ、さらに
、前記方向制御弁の下流側のアクチュエータの負荷圧力及び前記二次圧力がそれぞれ開き
方向に独立して作用するようにされている油圧駆動装置において、微操作性が要求される
特定のアクチュエータの圧力補償弁を開き方向に作用させる前記二次圧力の導入口と前記
二次圧力の油路間に前記二次圧力を入口ポートに導入し、二次圧力を出力又は二次圧力を
一定の比率で減圧出力することを選択可能にされた定比減圧弁が
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設けられており、前記定
比減圧弁は、入口ポートと出口ポートとドレーンポートと、を備えた本体と、該本体に設
けられた本体穴に挿入され前記入口ポートと前記出口ポートとを、又は前記出口ポートと
前記ドレーンポートとを選択連通可能にされたスプールと、前記出口ポート圧力が導かれ
前記スプールを前記出口ポートと前記ドレーンポートとを連通する方向に付勢するように
された出口パイロット室と、前記入口ポート圧力が導かれ前記スプールを前記入口ポート
と前記出口ポートとを連通する方向に付勢するようにされた前記出口パイロット室より小
なる受圧面積を有する入口パイロット室と、を有し、前記入口ポート圧力を一定の比率で



ことを特徴とする油圧駆動装置。
【請求項２】
　

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、建設機械等で使用される１つ又は複数の油圧ポンプの吐出油を複数のアクチ
ュエータに供給する油圧駆動装置において、ある特定のアクチュエータの流量のみを作業
内容に応じて減少させるのに好適な油圧駆動装 関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、建設機械用の油圧駆動装置は例えば図５に示すような特公平４－４８９６７号公報
のものがある。図５に示す油圧回路図で説明すると、エンジン等の原動機１で駆動される
可変容量形の油圧ポンプ２の吐出油路２３、３に複数の圧力補償弁４０４，４０５を並列
に接続し、各圧力補償弁の出力油路６，７にチェック弁２６、２７を介して、方向制御弁
８，９をそれぞれ接続し、各方向制御弁の出力側をアクチュエータ４１０，４１１にそれ
ぞれ接続し、各アクチュエータからの戻り油を再び方向制御弁８，９を介してタンク１２
へ戻すようにされている。圧力補償弁４０４，４０５をポンプ吐出圧力すなわちポンプ吐
出油路３の圧力と各方向制御弁８，９で検出される夫々の負荷圧力１４，１５で開き方向
に作用させ、方向制御弁の入口圧力６，７とシャトル弁１３で検出される最高負荷圧力１
６で閉じ方向に作用させ、かつ前記最高負荷圧力１６を可変容量ポンプ２の押しのけ容積
変更手段４１７を駆動するための流量調整弁４１８に作用させて、ポンプ吐出圧力と、最
高負荷圧力との差圧を流量調整弁４１８のスプリング４１９で設定される圧力に制御する
ようにされている。
【０００３】
かかる油圧装置であれば、夫々の方向制御弁８，９前後の差圧すなわち圧力補償弁４０４
の出力油路６と方向制御弁８の下流側の負荷圧力１４との差圧及び圧力補償弁４０５の出
力油路７と方向制御弁９の下流側の負荷圧力１５との差圧は、ポンプ吐出圧力と最高負荷
圧力１６との差圧で決まる。
【０００４】
このものは、夫々のアクチュエータ４１０，４１１への流量が比較的少なく、その流量の
合計が可変容量ポンプ２の最大吐出流量に達しない場合は、夫々の方向制御弁８，９前後
の差圧は、ポンプ吐出圧力と最高負荷圧力１６との差圧、言いかえれば流量調整弁４１８
のスプリング４１９であらかじめ設定された差圧に等しい。従って、夫々のアクチュエー
タの負荷圧力に差があっても負荷圧力によらず、夫々のアクチュエータへの流量は、夫々
の方向制御弁８，９の絞り開度と、スプリング４１９であらかじめ設定された差圧で決ま
る。
【０００５】
次に夫々のアクチュエータ４１０，４１１への流量の合計が大きくなり、可変容量ポンプ
２の最大吐出流量に達したいわゆるサチュレーション状態について述べる。この場合は、
ポンプ吐出圧力と最高負荷圧力１６との差圧は前述のスプリング４１９で設定された差圧
を確保することができなくなるため、夫々の方向制御弁８，９前後の差圧もスプリング４
１９で設定された所望の差圧にはならないが、夫々の方向制御弁前後の差圧はそれぞれ等
しくなるので、夫々のアクチュエータ４１０，４１１への流量は、方向制御弁８，９の絞
り開度の比率に等しい流量に分流されることとなり、いわゆるアンチサチュレーション機
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減圧した圧力を前記出口ポートに出力するようにされた定比減圧弁において、前記入口ポ
ート圧力の導入とドレーンポートへの圧油開放とが選択可能にされかつ前記スプールを前
記入口ポートと前記出口ポートとを連通する方向に付勢するようにされた選択パイロット
室を有する

前記定比減圧弁の選択可能手段は前記選択パイロット室に対して入口ポートとドレーン
ポートとのいずれかを選択可能にされた切換弁であることを特徴とする請求項１記載の油
圧駆動装置。

置に



能を有することになる。
【０００６】
以上のように特公平４－４８９６７号公報の構成によれば、アンチサチュレーション機能
を有するため、夫々の方向制御弁で要求される必要流量の合計が可変容量ポンプの最大吐
出流量を超えた場合でも、良好な同時操作性が得られることになる。
【０００７】
しかしながら、このものではアクチュエータ４１０，４１１へ供給される流量は、サチュ
レーション状態に至らない場合は、アクチュエータの負荷圧力やポンプ吐出流量によらず
、方向制御弁８、９の絞り開度すなわち方向制御弁８、９のストローク量によってのみ決
まる。従って、アクチュエータの速度は負荷圧力やエンジン回転数に依らず、常にストロ
ーク量に対して一定である。しかし、油圧ショベルのような建設機械においては、このこ
とが逆に不都合になる場合があった。例えば、塀際の掘削作業などにおいては、旋回動作
をゆっくり行う必要があるが、アクチュエータの速度がストローク量に対して、常に一定
であるとストロークの狭い範囲で細かに操作しないと、ゆっくりとした速度を得ることが
できず、微操作ができないという問題があった。
【０００８】
そこで、特開平５－９９１２６号公報においては、可変容量ポンプとともにエンジンで駆
動される固定容量ポンプの吐出口に、固定絞りを設けて該固定絞り前後の差圧を、可変容
量ポンプの押しのけ容積変更手段を駆動するための流量調整弁に作用させて、ポンプ吐出
圧力と最高負荷圧力との差圧を、該固定絞り前後の差圧に比例した圧力になるように制御
している。かかる構成によれば、方向制御弁前後の差圧は、固定絞り前後の差圧に比例す
ることになるので、アクチュエータに供給される流量はエンジン回転数に応じて増減する
。そこで、エンジン回転数を低くし、ストローク量に対する流量勾配をゆるくすることに
よって微操作性を向上させている。
【０００９】
また、特開平６－８１８０４号公報においては、可変容量ポンプの押しのけ容積変更手段
を駆動するための流量調整弁に作用しているスプリングと、エンジン回転数を制御するス
ロットルレバーをリンクにより連動させ、エンジン回転数が高くなると、スプリング力が
大きくなるようにして、ポンプ吐出圧力と最高負荷圧力との差圧をエンジン回転数に比例
した圧力になるように制御している。かかる構成によっても、方向制御弁前後の差圧はス
ロットルレバーの動きに連動することになるので、同様にアクチュエータに供給される流
量をエンジン回転数に応じて増減できるので、エンジン回転数を低くして、ストローク量
に対する流量勾配をゆるくし微操作性を向上させている。
【００１０】
さらに、特開平６－３００００２号公報のものでは、圧力補償弁を方向制御弁とアクチュ
エータの間に位置したいわゆるアフターオリフィス式の構成とし、圧力補償弁を閉じ方向
に付勢するスプリングの作用力を、エンジン回転数の増大に伴って弱くし、かつエンジン
回転数の減少に伴って強くするようしている。即ち、エンジン回転数センサーで検出した
エンジン回転数に応じて、電磁比例圧力制御弁を制御装置で駆動して、電磁比例圧力制御
弁の出力圧力を圧力補償弁を閉じ方向に付勢するスプリングに作用させて、方向制御弁前
後の差圧をエンジン回転数に応じて制御し、微操作性を向上させている。
【００１１】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、これらのものは、エンジンの回転数を減じて、方向制御弁のストローク量
に対する流量勾配をゆるくし微操作性を向上させるようにしており、何れもエンジン回転
数の増減に伴って方向制御弁前後の差圧が変化するものであるから、エンジン回転数が減
少すると全てのアクチュエータのストローク量に対する流量勾配がゆるくなり、全体的に
速度が遅くなるという問題があった。特に、前述したように塀際の掘削作業においては、
旋回やスイング（オフセット）の微操作性を良くできるが、反面その他のアクチュエータ
の流量勾配もゆるくなり速度が遅く作業能率が低下するという問題があった。
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【００１２】
　本発明は、従来のかかる問題点を鑑みなされたもので、その課題は、旋回モータ等の特
定のアクチュエータの流量のみを作業内容に応じて減少させて微操作性を向上させ、その
他のアクチュエータについては、ストローク量に対する流量勾配をゆるくせずに速度を速
くしたままにして、作業能率を落とすことのない油圧駆動装置を提供することで
【００１３】
【課題を解決するための手段】
上記課題を解決するために本発明は、可変ポンプと、該可変ポンプの吐出する圧油によっ
て駆動される複数の油圧アクチュエータと、該複数の油圧アクチュエータに流入する圧油
をそれぞれ制御可能にされた流量調整機能を有する方向制御弁と、複数の前記方向制御弁
の圧力補償をそれぞれ可能にする圧力補償弁と、前記可変ポンプ吐出圧力と前記複数の油
圧アクチュエータの最高負荷圧力との差圧に比例した二次圧力を出力する手段と、を備え
、前記圧力補償弁は前記方向制御弁の上流側に設けられ、該圧力補償弁の下流側の圧力で
もって閉じ方向に作用させ、さらに、前記方向制御弁の下流側のアクチュエータの負荷圧
力及び前記二次圧力がそれぞれ開き方向に独立して作用するようにされている油圧駆動装
置において、微操作性が要求される特定のアクチュエータの圧力補償弁を開き方向に作用
させる前記二次圧力導入口と前記二次圧力油路間に前記二次圧力を入口ポートに導入し、
二次圧力を出力又は二次圧力を一定の比率で減圧出力することを選択可能にされた定比減
圧弁を設けた。また、その他のアクチュエータについては、前記二次圧力を定比減圧弁で
減圧せずに、そのまま各々のアクチュエータの圧力補償弁に作用させるようにした。
【００１４】
定比減圧弁は、入口ポートと出口ポートとドレーンポートと、を備えた本体と、本体に設
けられた本体穴に挿入され入口ポートと出口ポートとを、又は出口ポートとドレーンポー
トとを選択連通可能にされたスプールと、出口ポート圧力が導かれスプールを出口ポート
とドレーンポートとを連通する方向に付勢するようにされた出口パイロット室と、入口ポ
ート圧力が導かれスプールを入口ポートと出口ポートとを連通する方向に付勢するように
された出口パイロット室より小なる受圧面積を有する入口パイロット室と、を有し、入口
ポート圧力を一定の比率で減圧した圧力を出口ポートに出力するようにされた定比減圧弁
に、さらに、入口ポート圧力の導入とドレーンポートへの圧油開放とが選択可能にされか
つスプールを入口ポートと出口ポートとを連通する方向に付勢するようにされた選択パイ
ロット室を設けた。
【００１５】
定比減圧弁の選択可能手段は選択パイロット室に対して入口ポートとドレーンポートとの
いずれかを選択可能にされた電磁弁、マニュアル操作弁又はパイロット操作弁等の切換弁
を用いる。
【００１６】
（作用）
微操作性が要求される特定のアクチュエータの圧力補償弁に作用する二次圧力を、一定の
比率で減圧する定比減圧弁を介して作用させ、定比減圧弁の作動を切換弁でもって選択す
るようにしたので、切換弁を作動させることにより特定のアクチュエータの圧力補償弁に
作用する二次圧力が減圧して、方向制御弁前後の差圧が小さくなり、ストローク量に対す
る流量勾配がゆるくなって微操作性が向上する。また、その他のアクチュエータについて
は、二次圧力を定比減圧弁で減圧せずに、そのまま各々のアクチュエータの圧力補償弁に
作用させるようにしたので、アクチュエータの速度が低下せず、作業能率を落とすことが
ない。
【００１７】
定比減圧弁の選択パイロット室と入口ポートとを連通させたときは、二次圧力が流入する
入口ポートと出口ポートとが直接連通するようにスプールが付勢されるので、出口ポート
に二次圧力がそのまま出力される。一方、定比減圧弁の選択パイロット室がドレーンポー
トに圧油開放されたときは、スプールを付勢する影響がないので、定比減圧弁として二次
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圧力を一定の比率に減圧した出口圧力が出力される。
【００１８】
選択パイロット室に対して入口ポートとドレーンポートとのいずれかを電磁弁、マニュア
ル操作弁又はパイロット操作弁等の切換弁で選択可能にしたので、電気的あるいは手動で
定比減圧弁の出力を簡単に選択でき、ストローク量に対する流量勾配をゆるくせずに速度
を速くしたままの常態操作、微操作の要求に応じた特性を容易に得られる。
【００１９】
【発明の実施の形態】
本発明の第一の実施形態について、図面を参照して説明する。図１は本発明の実施形態に
かかる油圧回路図、図２は第一の実施形態の定比減圧弁の断面構造図（概念図）と定比減
圧弁を駆動するための切換弁（電磁弁）との関係を示す説明図である。図１において、エ
ンジン等の原動機１で駆動される可変容量形の油圧ポンプ２の吐出油路２３，３に、複数
の圧力補償弁４，５を並列に接続し、各圧力補償弁の出力油路６，７に夫々チェック弁２
６、２７を介して方向制御弁８，９をそれぞれ接続し、それらの方向制御弁の出力側を夫
々アクチュエータ１０，１１に接続し、夫々のアクチュエータ１０，１１からの戻り油を
再び夫々の方向制御弁８，９を介してタンク１２へ戻すようにされている。
【００２０】
また、夫々の圧力補償弁４，５を夫々の方向制御弁８，９の上流側即ち出力油路６，７の
圧力でもって閉じ方向に作用させ、さらに方向制御弁８，９の下流側の圧力すなわちアク
チュエータ１０，１１の負荷圧力１４，１５でもって開き方向に作用するようにされてい
る。さらに夫々の負荷圧力のうち、最高負荷圧力をシャトル弁１３によって選択し、最高
負荷圧力とポンプ吐出圧力との差圧に比例した二次圧力３２を発生させる圧力制御弁３１
がバルブ装置２２内に設けられている。
【００２１】
ここで、微操作性が要求される特定のアクチュエータ１０を旋回モータとし、微操作性が
要求されないアクチュエータ１１をブームシリンダとする。圧力制御弁３１からの二次圧
力３２は、微操作性が要求されないブームシリンダ１１では前記圧力補償弁５にそのまま
開く方向に作用し、微操作性が要求されるアクチュエータ１０では、定比減圧弁４１を介
して前記圧力補償弁４を開く方向に作用するようにされている。
【００２２】
定比減圧弁４１は、二次圧力３２を導入する入口ポート４２と二次圧力３２を減圧して出
力する出口ポート４３とタンクポート１２に連通するドレンポート４４とを有し、出口ポ
ート４３とドレンポート４４との連通を許容し、かつ二次圧力４２の連通を遮断する方向
に、出口ポート４３の出力圧力を作用させる第一の受圧面積４１ａと、二次圧力４２と出
口ポート４３との連通を許容し、かつドレンポート４４の連通を遮断する方向に、電磁弁
４６で選択した圧力を作用させる第二の受圧面積４１ｂと、第二の受圧面積４１ｂと同じ
方向に二次圧力を常時作用させる第三の受圧面積４１ｃとを有し、かつ第二、第三の受圧
面積と同じ方向にスプリング４５の作用力が作用するようにされている。また、電磁弁４
６は前記第二の受圧面積４１ｂに作用する圧力を、二次圧力またはタンク圧力のいずれか
に連通させるためのものである。
【００２３】
さらに、二次圧力３２を油路３３を介して可変容量ポンプ２の押しのけ容積変更手段１７
を駆動するための流量調整弁１８に作用させ、二次圧力とスプリング１９であらかじめ設
定された作用力とをつり合わせることにより、二次圧力がスプリング１９の作用力よりも
大きい場合は、可変容量ポンプ２の押しのけ容積を小さくするように、二次圧力が、スプ
リング１９の作用力よりも小さい場合は、可変容量ポンプ２の押しのけ容積を大きくする
ように制御されている。
【００２４】
ここで、かかる油圧駆動装置について作用を説明すると、定比減圧弁４１が作用しない状
態であれば、夫々の圧力補償弁４，５で方向制御弁８，９の上流側の圧力６，７が、下流
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側の夫々のアクチュエータの負荷圧力１４，１５と前記二次圧力３２との和とつり合うよ
うに作用することから、夫々の方向制御弁８，９前後の差圧は、アクチュエータの負荷圧
に依らず、前記の二次圧力３２と等しくなる。すなわち、ポンプ吐出圧力と最高負荷圧力
との差圧に等しくなる。
【００２５】
さらに、二次圧力３２は、ポンプ装置２１へ導びかれ、流量調整弁１８のスプリング１９
の作用力とつり合っていることから、可変容量ポンプ２の吐出圧力は、二次圧力３２が、
スプリング１９の作用力に相当する圧力と等しくなるように制御される。このことは、二
次圧力すなわちポンプ吐出圧力と最高負荷圧力の差圧がスプリング１９の作用力に相当す
る圧力と等しくなるように制御される。即ち、ポンプ吐出圧力は最高負荷圧力に対し、ス
プリング１９の作用力に相当する圧力分だけ高くなるように制御される。従って、夫々の
方向制御弁８，９前後の差圧は、スプリング１９の作用力に相当する圧力に制御される。
【００２６】
このような構成にすることにより、いま、仮りにポンプ吐出流量が不足した場合には、ポ
ンプ吐出圧力と最高負荷圧力１６との差圧すなわち二次圧力３２は、前述のスプリング１
９で設定された差圧分を確保することができなくなるため、夫々の方向制御弁８，９前後
の差圧も、設定値よりも小さくなるが、夫々の方向制御弁の差圧はそれぞれ等しくなるの
で、夫々のアクチュエータ１０，１１への流量は、方向制御弁８，９の絞り開度の比率に
等しい流量に分流されることになり、アンチサチュレーション機能を有することになる。
【００２７】
このものは、さらに、低温時に作動油の粘度が高くなり、管路２３での圧力損失が過大な
ものとなった場合、二次圧力３２は、バルブ装置２２内でのポンプ吐出路３と最高負荷圧
力１６との差圧に比例した圧力を発生させていることから、管路２３の圧力損失の大小に
関係なく、バルブ装置２２内のポンプ吐出路３のポンプ圧力が、最高負荷圧力に対し前述
のスプリング１９の作用力に相当する圧力に制御されるため、低温時であっても、流量が
大幅に減少することがなく、アクチュエータの速度が遅くなることがない。また、ポンプ
装置２１とバルブ装置２２を接続する管路を増す必要がないので、使い勝手が良いものと
なっている。
【００２８】
なお、方向制御弁８，９は建設機械で広く使用されている操作量に応じてパイロット圧力
が高くなる圧力制御弁のパイロット圧力で操作されるものであっても良いし、電磁比例圧
力制御弁や高速応答電磁弁で操作されるものであっても良い。
【００２９】
かかる構成にされた、油圧駆動装置において、本発明の第一の実施形態に用いられる定比
減圧弁４１は、次のように構成される。図２において、定比減圧弁４１の本体１０１には
本体穴１０２が開けられ、スプール１０３が摺動可能に挿入されている。本体１０１には
、図２で見て左端から、本体穴端面１０４より定比減圧弁で減圧された出力圧力が導入さ
れ本体穴１０２及び本体穴端面とスプール１０３の端面で構成される出口パイロット室１
０６と、スプールが油密摺動する第一の大径部１０７（内径Ｄ）と、二次圧力が導入され
る入口ポート４２と、出力圧力の出口ポート４３と連通する第二の大径部１１０と、タン
クライン１２（Ｔ）と接続されたドレーンポート４４と、スプールが油密摺動する第三の
大径部１１２と、スプールの他端端面１１３に当接して設けられたスプリング４５を内挿
しかつ選択ポート１１５に連通する選択パイロット室１１６と、が順次形成されている。
【００３０】
選択パイロット室１１６と連通する選択ポート１１５は電磁弁４６に接続され、電磁弁４
６により二次圧力３２か、ドレーンポート４４と連通するタンクライン１２のいずれかと
連通するようにされている。すなわち、図２において、電磁弁４６が励磁されない場合は
、二次圧力３２が選択パイロット室１１６へ導かれ、電磁弁４６が励磁されると選択パイ
ロット室はタンクライン１２と連通するようにされている。
【００３１】
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さらに、大径部１１２より小径のピストン１１４を油密摺動自在に内挿可能にした小径部
１１７（内径ｄ）が設けられ、ピストンがスプール１０３に当接可能に設けられている。
小径部１１７に続いて、二次圧力が常時導入される入口パイロット室１１９がピストン１
１４の端部と本体とで形成されている。入口パイロット室１１９は入口パイロットポート
１１８を介して二次圧力に連通されている。なお、大径部１０７，１１０，１１２は同径
である。
【００３２】
スプール１０３には、本体穴に設けられた第一の大径部１０７に対応するランド部であっ
て二次圧力を導入する入口ポート４２と、出口ポート４３との間を絞り開閉可能な絞り部
１０８を有するランド部１２０と、小径部１２１と、第三の大径部１１２に対応するラン
ド部であって出口ポート４３とタンクライン１２と連通するドレーンポート４４との間を
絞り開閉可能な絞り部１１１を有するランド部１２２と、が順次形成されている。
【００３３】
さらにスプール１０３には小径部１２１に開口し、出口パイロット室１０６と出口ポート
４３を連通する連通路１２３が設けられている。図２でみてスプール１０３の右側の端面
１１３には、前述したようにスプリング４５が当接しているが、スプリングの右端面は前
記選択パイロット室１１６の端面１２５にも当接していると同時に、スプリングの内径部
にはピストン１１４が内挿されている。また、ピストン１１４は入口パイロット室に導か
れた二次圧力により左方向に押され、スプール１０３の右側端面１１３に当接している。
【００３４】
ここで、各ポートの連通関係を詳述する。スプール１０３が左方向へ最大ストロークした
場合は、スプール１０３の端面１０５が本体穴の端面１０４へ当接し、二次圧力の入口ポ
ート４２と出口ポート４３との連通開度が最大となり、タンクライン１２と連通するドレ
ーンポート４４を遮断する。逆に右方向に最大ストロークした場合には、ピストン１１４
の右端面１２６が本体１０１の入口パイロット室１１９の端面１２７へ当接し、出口ポー
ト４３とドレーンポート４４との連通開度は最大となり、二次圧力の入口ポート４２を遮
断する。なお、出口ポート４３に対する入口ポート４２とドレーンポート４４の連通は、
即ち絞り１０８，１１１の位置は一方が連通すると同時に他方が遮断する即ちゼロラップ
の状態か、若干のオーバーラップを持った状態か、又は若干のアンダーラップを持った状
態にされている。
【００３５】
なお、図２は作動原理を概念的に示すためのものであり、本体穴１０２の両端は開放され
ていないが、実際には段付きの通し穴もしくは左側面からの段付きの加工穴として構成し
、適宜ねじプラグ等の方法で閉止する構造とされるのはいうまでもない。
【００３６】
次に第一の実施形態についてその作用について説明する。まず、電磁弁４６が励磁されて
いない状態について考える。この場合は出口パイロット室１０６には出口ポート４３の出
力圧力、入口パイロット室１１９及び選択パイロット室１１６には二次圧力３２が導かれ
ている。図２において、定比減圧弁のスプール１０３に作用する力のバランスを考えると
、スプール１０３を右方向に作用する力Ｆａは、出口パイロット室１０６のスプール１０
３の外径Ｄによる第一の受圧面積４１ａをＡ１とし、定比減圧弁で減圧された出口ポート
４３の出力圧力をＰｃｏすると
Ｆａ＝Ａ１・Ｐｃｏ　………（１）となる。
【００３７】
左方向に作用する力Ｆｂは、選択パイロット室１１６のスプール１０３の外径Ｄとピスト
ン１１４の外径ｄの径差による第二の受圧面積４１ｂをＡ２とし、入口パイロット室１１
９のピストン１１４の外径ｄによる第三の受圧面積４１ｃをＡ３とし、さらにスプリング
４５の作用力をＷとすると、
Ｆｂ＝Ａ２・Ｐｃ＋Ａ３・Ｐｃ＋Ｗ　………（２）となる。
【００３８】
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ここでスプール１０３に作用する両方向の力がつり合うとすると、（１）式と（２）式は
等しくなるからＦａ＝Ｆｂ、即ち
Ａ１・Ｐｃｏ＝Ａ２・Ｐｃ＋Ａ３・Ｐｃ＋Ｗ　………（３）となる。
ここで　Ａ１＝Ａ２＋Ａ３の関係を代入し整理すると、
Ｐｃｏ＝Ｐｃ＋Ｗ／Ａ１　………（４）
となるが、仮に出力圧力Ｐｃｏが供給圧力の二次圧力Ｐｃに等しくなったとしても（４）
式は成立せず、スプリング４５の作用力Ｗ分だけスプール１０３を左方向に作用する力が
大きくなり、その結果スプール１０３は左方向に最大ストロークする。従って、二次圧力
の入口ポート４２と出力圧力４３の出口ポート４３は最大開度で連通し、
Ｐｃｏ＝Ｐｃ　………（５）となる。
すなわちこの場合は、二次圧力を減圧せずに圧力補償弁に作用させることになる。
【００３９】
次に、電磁弁４６が励磁された状態について考える。この場合は出口パイロット室１０６
には出口ポート４３の出力圧力、入口パイロット室１１９には二次圧力が導かれ、選択パ
イロット室１１６はタンクに開放され圧力は殆どない。スプール１０３を右方向に作用す
る力Ｆａは（１）式と同様である。スプール１０３を左方向に作用する力Ｆｃは、選択パ
イロット室１１６（第二の受圧面積Ａ２）が電磁弁４６で、タンクラインへ連通している
ので、
Ｆｃ＝Ａ３・Ｐｃ＋Ｗ　………（６）となる。
ここで（１）式＝（６）式即ちＦａ＝Ｆｃより、
Ｐｃｏ＝（Ａ３・Ｐｃ＋Ｗ）／Ａ１　………（７）
を得る。従って出力圧力Ｐｃｏは、二次圧力Ｐｃをスプール１０３の外径Ｄによる第一の
受圧面積Ａ１と、ピストン１１４の外径ｄによる第三の受圧面積Ａ３、及び、スプリング
４５の作用力Ｗとで決まる値に減圧した圧力となる。
【００４０】
よって、微操作性が要求される旋回モータ１０の圧力補償弁４を開く方向に作用する圧力
は、電磁弁４６が励磁されていない時は二次圧力Ｐｃがそのまま作用し、電磁弁４６が励
磁された時には二次圧力を減圧した出力圧力Ｐｃｏが作用することになり、方向制御弁８
のストローク量に対する流量勾配をゆるくして、旋回モータ１０の速度を遅くし、微操作
性を向上させることができる。なおこの際、電磁弁４６を励磁していない時と、励磁した
時の流量勾配の比率は、前述のスプール１０３の外径Ｄによる第一の受圧面積Ａ１と、ピ
ストン１１４の外径ｄによる第三の受圧面積Ａ３、及び、スプリング４５の作用力Ｗとで
決まる。仮に、流量勾配の比率を１：２としたければ、ＰｃｏとＰｃの比率が１：４とな
るように、それらの値を選定すればよい。
【００４１】
なお、スプール１０３とピストン１１４とは一体でも分離したものでもよい。また、一体
のものでは、選択パイロット室１１５と入口パイロット室１１８とは互いに位置を入れ換
えてもよい。また、スプリングの作用力はさほど強いものである必要はなく、スプール１
０３の摺動抵抗と絞り部１０８に発生する流体反力に打ち勝つ程度のものでよい。
【００４２】
次に本発明の第二の実施形態について、図面を参照して説明する。図３は第二の実施形態
の定比減圧弁の断面構造図（概念図）と該定比減圧弁を駆動するための切換弁（電磁弁）
との関係を示す説明図である。すでに述べた第一の実施形態と同様の部分については同符
号を付し説明の一部を省略する。第二の実施形態は、第一の実施形態に対し、出口パイロ
ット室２０６（受圧面積Ａ１）に出力圧力Ｐｃｏを導くための連通方法と、入口パイロッ
ト室２１９（受圧面積Ａ３）の構成と，選択パイロット室２１６に二次圧力を導くための
連通方法を変えたものである。第一の実施形態では、出口パイロット室に出力圧力Ｐｃｏ
を導くために、スプール１０３の軸心に開けた連通穴１２３により出力圧力Ｐｃｏを導い
ていたが、第二の実施形態では、本体２０１に設けた出力圧力導入ポート２０７を設け出
力圧力Ｐｃｏを出口パイロット室２０６に導いている。
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【００４３】
また、入口パイロット室２１９はスプール２０３の右端面に軸穴２０８を設け、該軸穴に
ピストン２０９を摺動自在に内挿し、軸穴２０８とピストン２０９の左端面で形成されて
いる。また、ピストン２０９の右端面を本体２０１の右端面２１１に当接させ、かつピス
トン２０９を内挿してスプリング４５を設けることにより選択パイロット室２１６（受圧
面積Ａ２）が構成されている。さらに、スプール２０３の二次圧力の入口ポート４２に対
応する位置に小径部２１２を設けて、スプールの軸心に一方が小径部に開口し他方が入口
パイロット室２１９に開口する連通路２１３が設けられ、二次圧力を入口パイロット室２
１９に導いている。なお、小径部２１２はスプール２０３が左右何れの方向に最大ストロ
ークしても、二次圧力の入口ポート４２との連通を塞がない位置関係にされる。また、ス
プール２０３は、右方向に最大ストロークした場合には、ピストン２０９の左端面がスプ
ール２０３の軸穴２０８の右端面２１５に当接するようにされている。
【００４４】
かかる構成によっても、スプール２０３の外径Ｄと、ピストン２０９の外径ｄ及び、スプ
リング４５の作用力Ｗを、第一の実施形態と同様にしておけば、前述したと同一の作用が
得られる。このものによれば、ピストン２０９の摺動部がスプール軸端部であり、本体穴
に段付き加工をする必要がないので、本体加工が簡単になり、また、スプールとピストン
の交換で種々の受圧面積のものを簡単に得ることができる。
【００４５】
次に本発明の第三の実施形態について、図面を参照して説明する。図４は第三の実施形態
の定比減圧弁の断面構造図（概念図）と該定比減圧弁を駆動するための切換弁（電磁弁）
との関係を示す説明図である。すでに述べた第一の実施形態と同様の部分については同符
号を付し説明の一部を省略する。第三の実施形態は、第一の実施形態に対し、選択パイロ
ット室３１６の構成を変えたものである。第一の実施形態では、入口ポート（二次圧力）
及びドレーンポートの選択は３方向の電磁弁を用いているが、第三の実施形態では２方向
の電磁弁を使用したもので、固定絞り３１３を介して二次圧力を選択パイロット室３１６
の選択入口ポート３０４へ導き、選択パイロット室の選択出口ポート３０２を２方向の電
磁弁３４６を介して、タンクライン１２に連通させたものである。
【００４６】
かかる構成によれば、電磁弁３４６を励磁しない時には、選択パイロット室３１６の圧力
は選択出口ポート３０２が電磁弁３４６で塞がれていることから、二次圧力と等しくなり
、電磁弁３４６が励磁されると選択パイロット室がタンクラインに連通するので、固定絞
り３１３で二次圧力が絞られ選択パイロット室が低圧となる。従って、スプール１０３の
外径Ｄと、ピストン１１４の外径ｄ及び、スプリング４５の作用力Ｗを、第一の実施形態
と同様にしておけば、前述したと同一の作用が得られることになる。
【００４７】
なお、第二の実施形態のものに第三の実施形態のように、二次圧力を絞りを介して選択パ
イロット室に連通させ、ドレーンポート又はタンクラインを２方向の電磁弁３４６を介し
て選択パイロット室に連通させてもよいことは、いうまでもない。また、パイロット圧力
を作用させる切換弁に電磁弁を使用したものを示したが、切換弁は、電磁弁であっても、
マニュアル操作のものであっても、またパイロット操作のものであってもよい。
【００４８】
また、基本的な回路例として図１のものを示したが、本発明の圧力補償弁は前記の回路例
以外にも、適用可能である。すなわち、前述のように開き方向に負荷圧力と二次圧力Ｐｃ
が作用し、閉じ方向に方向制御弁の上流側圧力が作用して制御している形態の圧力補償弁
であれば、二次圧力Ｐｃは、例えば電磁比例圧力制御弁等の手段であってもよい。かかる
回路例としては、例えば特開平１－２６６３０１号公報などのものにも適用できる。また
、ポンプ制御回路に二次圧力を作用させたものでなく最高負荷圧力を作用させたものでも
よい。
【００４９】
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なお、前述した発明の実施の形態において、特に微操作性が要求される特定のアクチュエ
ータを一として示したが、これは二以上あっても同様である。すなわち、一の定比減圧弁
の出力圧力Ｐｃｏを微操作性が必要なアクチュエータの圧力補償弁に並列に接続すればよ
い。場合によっては全てのアクチュエータの圧力補償弁に接続してもよい。さらに、個々
のアクチュエータで微操作性が要求されるタイミングが異なる場合は、個々のアクチュエ
ータの圧力補償弁に個別に独立して、定比減圧弁と切換弁を設けてもよい。この場合には
、個々の定比減圧弁でスプールの外径Ｄとピストンの外径ｄとスプリングの作用力Ｗを変
えて設定し、流量勾配を個々に異ならせることも可能である。
【００５０】
さらに、本発明の定比減圧弁と切換弁は、前述した特開平５－９９１２６号公報、特開平
６－８１８０４号公報と併用することも可能である。すなわちこの場合には、エンジン回
転数の増減に伴って、方向制御弁のストローク量に対する流量勾配をゆるくすることに加
えて、さらに必要に応じて本発明の構成により流量勾配をゆるくし、より微操作性を向上
することが可能となる。
【００５１】
【発明の効果】
本発明によれば、圧力補償弁の開き方向に２つの受圧面積を持ち、一方に負荷圧力を、他
方に二次圧力Ｐｃを作用させ、それらの作用力に対抗して、方向制御弁上流側の圧力を作
用させるように構成した圧力補償弁を用いた油圧駆動装置において、特に微操作性が要求
される特定のアクチュエータ用の圧力補償弁に作用する二次圧力を定比減圧弁を介して作
用させ、該定比減圧弁の作動を切換弁でもって切り換えるようにしたので、切換弁を作動
させることにより特定のアクチュエータの圧力補償弁に作用する二次圧力が減圧して、方
向制御弁前後の差圧が小さくなり、ストローク量に対する流量勾配がゆるくなって微操作
性が向上する。また、その他のアクチュエータについては、前記二次圧力を該定比減圧弁
で減圧せずに、そのまま各々のアクチュエータの圧力補償弁に作用させるようにしたので
、アクチュエータの速度が低下せず、作業能率を落とすことがないという優れた効果を奏
するものとなった。
【００５２】
また、本発明の定比減圧弁と切換弁は、二以上のアクチュエータの圧力補償弁に並列に接
続してもよいし、場合によっては全てのアクチュエータの圧力補償弁に接続してもよい。
さらに、個々のアクチュエータで微操作性が要求されるタイミングが異なる場合は、個々
のアクチュエータの圧力補償弁に個別に独立して設けてもよい。加えて、従来の油圧駆動
装置のように、エンジン回転数に連動して方向制御弁前後の差圧が増減する回路例との併
用も可能であり、これまでにない汎用性の高い回路構成を得ることができるものとなった
。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第一乃至第三の実施形態にかかる油圧駆動装置の油圧回路図である。
【図２】本発明の第一の実施形態である定比減圧弁の概念図を示す説明図である。
【図３】本発明の第二の実施形態である定比減圧弁の概念図を示す説明図である。
【図４】本発明の第三の実施形態である定比減圧弁の概念図を示す説明図である。
【図５】従来の油圧駆動装置の油圧回路図である。
【符号の説明】
２　　可変ポンプ
３　　可変ポンプ吐出圧力
４、５　　圧力補償弁
６、７　　圧力補償弁下流側（方向制御弁上流側）
８、９　　方向制御弁
１０　　油圧アクチュエータ（旋回モータ）
１１　　油圧アクチュエータ（ブームシリンダ）
１４、１５　　アクチュエータの負荷圧力（方向制御弁下流側圧力）
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１６　　最高負荷圧力
３１　　二次圧力を出力する手段（圧力制御弁）
３２　　二次圧力（二次圧力の油路）
４１　　定比減圧弁
４２　　入口ポート
４３　　出口ポート
４４　　ドレーンポート
４６、３４６　　切換弁（選択可能手段）
５２　　二次圧力の導入口
１０１、２０１、３０１　　本体
１０２、２０２　　本体穴
１０３、２０３　　スプール
１０６、２０６　　出口パイロット室
１１６、２１６、３１６　　選択パイロット室
１１９、２１９　　入口パイロット室
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【 図 ３ 】
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【 図 ４ 】 【 図 ５ 】
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